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17 日本語教育学会  http//www.nkg.or.jp/wp/wp-content/uploads/.../20170615_JF.pdf
18  2017年 5 月18日付西日本新聞朝刊に、「日本語教員養成、激減「人材不足に」
留学生対象、届出義務化」という見出しで記事が掲載されている。
19  公益財団法人日本国際教育支援協会が1986年より実施。例年合格率は22％前
後で推移している。
20  毎日新聞社http://mainichibooks.com/sundaymainichi/society/2016/06/12/post-918.
html
21  例えば、国際交流基金が派遣する日本語教育専門家の待遇が以下にて公開さ
れているが、その中には年収1000万円を超えるポストも確認できる。http://
www.jpf.go.jp/j/about/recruit/download/30-js-guide.pdf
22  この図は文化庁公開のデータに基づき作成した。文化庁は、日本語教師養成
講座受講者を、「日本出身者」「外国出身者」に分けている。「日本出身者」は
おそらく大多数が日本国籍を持つ日本人であろうと推定される。
23  NHKが2013年に行った「日本人の意識調査」に回答した、全国から無作為に
選ばれた16歳以上の日本人一般男女3,070人のデータ
